
 

 
   VOL.56 2021.2.10 

編集責任者：幹事長 栗 橋 伸 夫 
〒035-0051 むつ市新町 17番 23号 
連絡先:0175(31)0128(FAX兼用) 
携 帯:090-8924-5462 

「社民フォーラムあおもり」２月 20日結成予定！ 
 県連合旧執行部では昨年末をメドに党員の意向調査を
進め、全容がほぼ確定したとして、旧県連合と新県連合
での財産整理などをほぼ終えたとして２月 20日（土）に
標記の日程で「社民フォーラムあおもり」をスタートさ
せることとなりました。意向調査の明確な結果は現時点
では報告されていませんが、①立憲民主へ移行、②社民
党へ残留、③いずれにも属さない、がそれぞれ 1/3ずつ
程度となった模様です。 
その結果、現在の県連合事務所（青森市青柳一丁目） 

はそのまま、新（再生）県連合事務所となったとのこと
です。このことにより、「社民フォーラムあおもり」事
務所は当面、青森県平和労組会議（青森県労働福祉会
館）内に設置する予定とのことです。 
 むつ・下北ブロックとしては 20日の「社民フォーラム
あおもり」の結成を踏まえた上で３月上旬までに旧社民
党下北総支部の解散と（仮称）「社民フォーラムしもき
た」の結成を予定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
新「社民県連」党勢回復へ船出 残留党員、青森で集会 

社民党県連再生委員会は２４日、青森市のリンクモア

平安閣市民ホールで党員集会を開いた。立憲民主党に合

流せず社民党に残留する意向を示しているおよそ 60人

のうち約 20人が出席。護憲や反核などこれまでの運動

を継続しつつ、地方議員を輩出して党勢回復を目指すこ

とを確認した。 

 集会では県連の次期役員体制を決定。代表に元衆院議

員・今村修氏を正式に選出した。副代表は工藤祐一氏

と、県内の地方議員で唯一社民党に残る野辺地町議の高

沢陽子氏、幹事長は吉川進氏が務める。渡辺英彦前代表 

と古村一雄元県議は顧問に就く。 

 冒頭のあいさつで今村氏は「ゼロからの出発になる

が、弱者や働く者の立場に立って活動していく方向性は

変わらない。議員をつくり、小粒でもピリリと辛い社民

党を作り上げるために頑張っていこう」と呼び掛けた。 

 社民県連は昨年１２月の臨時大会で、立民県連への合

流希望者の離党を認めるとともに、県連の存続を決め

た。現代表の三上武志氏ら役員の多くは合流を選択して

おり、今月中にも辞職する見込み。 
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米寿迎え本年も張り切る木下さん 
ライフワークの「９条の会」街頭宣伝 

 

  

 

新型コロナウイルスの第３波といわれる厳しい感染拡大のなかで、政

治の在り方が問われています。 
自民党菅政権の「いのちと尊厳を軽んじる政治」に終止符を打ち、国

民のいのちと人間の尊厳をまもる「新しい政治」の時代を切り拓こう」

と、国民の声が盛り上かっています。私も同感するものです。 

さて、今年は総選挙の年。菅首相の目指す社会は「自助・共助そして

公助・絆」というもの。つまり徹底した自己責任社会が目指されている

と言わなければなりません。私たちに今求められているのは、当事者に

寄り添え、つながり、当事者と共に声が上げられるような民主社会で

す。そうした意味から「命と人間の尊厳を守る新しい政治」の時代を

「総選挙で政権を奪還」していかなければならない。立憲主義と民主主

義を今こそ回復するチャンスです。 

憲法めぐる動きは、改憲案の国会発議について「たとえ一部に躊躇す

る政党があったとしても、信念をもって憲法改正を提案し、意思を問う

ことは成熟した民主主義のあり方として当然だ」として、自民党は４項

目改憲案を強行する動きにあり、加えて「改憲手続法修正案」への意欲

を証明している。 

憲法めぐる闘いは、次期通常国会期における自公などの改憲手続法の

微修正案の強行採決を許さず、自公などが企てる憲法審査会での改憲議

論を通じて「改憲を 実現する道を許さない」という闘いが求められて

います。市民連合と立憲野党の共闘をより一層深め、近く実施される総

選挙で勝利し、憲法が生きる新しい政治を実現させましょう。 
（「下北地域九条の会だより」より抜粋） 

来るべき総選挙に全力を     下北地域九条の会 共同代表 木下千代治 

 

残留部隊は 

早くも始動！ 



 
            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本県は 12月４日に『合流』と『残留』の併存が確定し

ましたが、東北他県では本年１月までに上記のとおり、宮

城と山形が県連合全体で利権民主党に合流となり、残りの

県連合は本県同様の対応となりました。 

 以下、各県の地元紙による報道をお知らせします。（記

事掲載日や新聞社がそれぞれ違うため記事の構成に違いが

あります） 

宮城 社民県連が解散 立民第二県連を結成 

 社民党宮城県連は２６日、仙台市内で臨時大会を開

き、県連を３１日付で解散し、立憲民主党県連への合流

を決めた。正式合流への暫定組織として「立民第二県

連」を２６日結成した。立民との合流まで踏み込んだの

は、社民の地方組織では全国に先駆けた動きという。 

 臨時大会は非公開。代表の岸田清実県議によると、解

散は満場一致で決定した。党所属の地方議員１４人のう

ち山本塩釜市議を除く 13人が立民に入党する見込み。 

 立民第二県連の結成大会で、引き続き代表に就いた岸

田氏は「これまで積み重ねた多くの取り組みを生かし未

来につなごう」とあいさつ。立民県連の岡本章子代表

（衆院比例東北）は「（立民より長い社民の）歴史を含

めて指導いただき、新しい価値観を採り入れ前に進みた

い」と歓迎した。 

 政治団体「社民フォーラム宮城」も設立された。県護

憲平和センター等社民県連の関係団体との窓口となる。 

 立民県連と第二県連は互いの課題を出し合い、次期衆

院選をめどに一本化を目指す。県連は来年１月 16日に

常任幹事会を開き、新たな役員体制を固める方針。（河

北新報 12/27） 

 

山形 社民県連合、解散大会開催へ  

議員は立憲合流方針  

 社民党山形県連合（代表・高橋啓介県議）は 30日、

山形市内で常任幹事会を開き、県連合の解散のための臨

時大会を 12月 19日に開くことを決めた。解散後、所属

議員は立憲民主党県連への合流を目指す。 

 大会で解散が議決されれば、県連合は年内に解散。立

憲民主党県連に合流する準備を進めるための組織とし

て、政治団体「県社会民主主義フォーラム」を設立し、

高橋県議ら地方議員計 17人の所属議員や職員、現金や

自動車などの財産を移行させる。その後、同フォーラム

として活動しながら、東北各県の社民党の継承組織がま

とまって立憲の各県組織に合流の時期を見極める方針。 

 県連合最後の代表になる高橋県議は、常任幹事会後、

朝日新聞の取材に対して「社会党から社民党になって以

降、国会や県内の議員数が減り、影響力が薄れてしまっ

た」と振り返った。その上で「社民党県連合では、非正

規労働者の格差問題に力を入れて取り組んできた。この

問題を放置しては、持続可能な社会はできない。立憲民

主と合流しても、この運動が継承されるよう努力してい

く」と話した。（朝日新聞 12/1） 

 

福島 社民県連組織は存続 

  所属議員の立民合流へ 政治団体の設立決定 

 立憲民主党県連に合流する方針を示していた社民党県

連は三十日、福島市で臨時大会を開き、県連組織の存続

と、所属議員の立民への合流に向けた新たな政治団体

「社民フォーラム（仮称）」の設立を決めた。当初は社

民県連全体で立民県連に合流する方針だったが、内部で

意見が分かれたため、組織を残しつつ、議員は合流でき

る形を取った。  

 昨年 11月の社民県連の常任幹事会で、所属する県議

一人と市町議 27人、全党員約 500人で立民県連に合流

する方針を申し合わせていた。ただ、社民県連内で、平

和運動や脱原発など社民の主要政策を継続できるかどう

かを疑問視する意見が根強くあった。  

 臨時大会では、残留・合流の双方を容認する方針とし

て、(1)立民への合流(2)社民フォーラムの設立(3)）県

連の存続－の三つの柱を盛り込んだ議案が提出され、満

場一致で可決された。  

 合流を目指す議員と党員を中心に三月末までに社民フ

ォーラムを設立する。それぞれの意向を踏まえ、議員は

四月一日をめどに立民県連に合流する見通し。 

 臨時大会は非公開で開かれた。大会後、代表の紺野長

人県議が報道陣の取材に応じ「党員一人一人の意見を尊

重した。どの組織に属しても社民主義を継承していくこ

とに変わりはない」とした。 （福島民報 1/31） 

  

 

岩手 党員の 7割が立憲に合流へ 県連は存続  

 社民党岩手県連合は 16日、盛岡市内で臨時大会を開

き、県連を存続させた上で、希望する党員は立憲民主

党に移ることを決めた。党員約 500人のうち、約 7割

が立憲に合流する見込みという。 

 県連代表の小西和子県議は大会で「どちらの道も認

め合い、切磋琢磨（せっさたくま）して社会民主主義

の実現を目指そう」と呼びかけた。自身も立憲への入

党を表明しており「自公政権を倒すために野党の大き

なかたまりを作る必要がある」と話した。 

 一方、合流に慎重な声もあった。残留を決めた古参

の市議は取材に「立憲には立憲の綱領や理念がある。

社会民主主義の実現を目指すなら、なぜ社民党でやら

ないのか」と漏らした。 

 社民は立憲からの合流の呼びかけに対し、昨年 11月

に党の分裂を容認。東北では宮城や山形の県連は解散

したが、青森県連は存続を決めるなど対応が分かれて

いる。（朝日新聞 1/17） 

 

宮城、山形では社民県連合全体で立憲へ移行、

行、 

《東北地区の党県連合状況》 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

秋田 社民県連、分裂決定的に  

立民合流案を可決、２県議は残留へ 

 社民党秋田県連は 24日、秋田市中通のフォーラムア

キタで臨時大会を開き、立憲民主党との合流に向けて準

備に着手するとの議案を可決した。県連執行部は今後、

立民との協議を本格化させる考え。残留する意向の議員

や党員もおり、社民党県連の分裂は決定的になった。 

 議案では、国政選挙で苦戦が続く中、自公政権に対抗

するには立民との合流が必要と強調。県連執行部が主導

し、合流に向けた準備に着手するとしている。 

 臨時大会では約３時間にわたる質疑の後、投票権のあ

る代議員 36人が拍手による採決を行い、賛成多数で可

決された。 

 終了後、石田代表は「さまざまな意見が出たが、無事

可決され、安堵（あんど）している。準備を進め、合流

に不安を抱えている党員に具体的な道筋を示したい」と

語った。 

 石田代表によると、県内の党員約３００人に対し、合

流するか残留するかを尋ねる意向調査を今後実施。３月

中に大会を開き、合流に向けた手続きを進めたい考え。

党員の立民合流は４月頃から始まると見込んでいる。 

 一方で、社民党県連の石川ひとみ県議ら党員有志９人

は「秋田県 社民党を存続させる会」を設立しており、

石川氏は２２日の会見で残留すると表明。石川氏に同調

する見込みの党員は、ほかにも一定数いる。 

 社民党県連の県議４人のうち、石川ひとみ氏（秋田市

選挙区）と加藤麻里氏（大仙市仙北郡選挙区）の２人は

党に残る意向だ。 

 

残る４県は合流・残留併存が確定！ 連合青森、自治労青森県本部推薦 
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佐井村に診療所設立の大竹進さんへ「赤ひげ功労賞」が贈呈されることとなりました 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2008年から無医村となった佐井村に、19

年 4月、青森市浪岡の開業医である大竹進

氏が私財を投じて診療所「さいクリニッ

ク」を開業しました。月に一度、浪岡から

スタッフとともに 3時間半かけて佐井村へ

向かい、1泊 2日滞在して整形外科の診療を

行っています。今回はこうした功績に対し

て同賞が授与されるものです。 

 大竹医師は 2015年の県知事選挙に「反核

燃・反原発」を掲げて野党統一候補として

闘い、現在も「市民連合あおもり」の共同

代表を務めるなど社会に市民目線での発信

を続けながら医療活動を展開しています。 

 さしずめ青森の「中村哲医師」とも言え

ませんか。 2021/1/7 東奥日報 
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むつ中間貯蔵施設の供用は断じて認めるわけにはいきません！ 
昨年末以降、県内を騒がせている「むつ中間貯蔵施

設」の全国での供用問題は大きな反響を呼び、全国紙や

地元紙でもこうした経産省、電力資本に対する批判が出

されています。こうした中、「核の中間貯蔵施設はいらな

い！下北の会（野坂庸子代表）」ではむつ市へ質問状を提 

出していましたが、その回答が届きました。（裏面参照） 

これを踏まえて、去る２月９日に「核燃料搬入阻止現

地実行委員会」と共同で県庁へ出向き、青森県およびむ

つ市より示された回答に内容についての記者会見を行い

ました。会見には鹿内、渋谷両県議にも同席をいただき

ました。今後もこうした意見をタイムリーに発信し続け

ることは重要だと感じました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

青森県を最終処分地にしない条例と法律の成立を目指しましょう！ 

1995年４月 26日に海外から青森県に搬入された高レ

ベル放射性廃棄物（ガラス固化体）の貯蔵期間は、30年

から 50年となっていますが、残り 25年を切りました。 

最終処分場操業までに調査、建設で約 30年必要となこ

とから、期限が守られず、なし崩し的に青森県が最終処

分地にされないために県条例を制定し、国には青森県を

最終処分地としない法律と、青森県に貯蔵管理する期間

は、海外から搬入されたものも六ヶ所再処理工場で作ら

れたものも、全て最長 50年との法律の制定を求めるべき

です。安全協定で、各電力会社が搬出すると言うが、受

け入れする自治体の了解を得ているのでもなく、施設も

ない。最終処分場が期限に間に合わないケースヘの対応

を、県は国・事業者に求めるべきです。福島県では、原

発事故の除染土を 30年後には、福島県外に搬出するとの

法律を国が制定しています。

 

2021/2/10デーリ東北東

北 

2005年５月の「むつ中間貯蔵施設に関する青森県議会議
員全員協議会で東京電力勝又社長（当時）は明確に答弁し
ています！ （当時の相川自民党議員の質問に対して） 

 

 

《当時の議事録の抜粋です》 

こうした答弁を踏まえるなら
ば、協定書に名を連ねる三村
知事は昨年 12月の電事連の
要請に対して『聞き置く』とのあ
いまいな態度でなく、毅然とし
た態度で臨むべきです。（福島
事故当時の勝又社長は電事
連会長も兼務していました） 

 

 



 

 



 

 

 

 

幻の大間鉄道と朝鮮人労働 

1921年（大正 10年）９月 25日に野辺地～大湊間の大

湊軽便線が全線開通。翌 22年（大正 11年）４月 11日地

方線の建設根拠となる「大正 11年法律第三十七号 鉄道

敷設法」が公布され、「青森県田名部ヨリ大畑ヲ経テ大間

二至ル鉄道」が、予定線に編入された。 これを契機に

下北でも自治体による鉄道建設運動が始まり、1923年

（大正 12年）１月 19日には、大奥村相内滋村長が加藤

友三郎内閣総理大臣兼海軍大臣に、大間鉄道速成請願を

行っている。 

 しかし、この年の関東大震災により予算化が見送られ

ており、1926年（大正 15年）５月 27日、相内滋村長は

田名部町、大湊村、東通村、大畑村、風間浦村、佐井村

長と連名で、宇垣一成陸軍大臣あてに「田名部大間線建

設二関スル件」を陳情している。 

 その後、1928年（昭和３年）12月 28日、大間鉄道株

式会社へ大畑村～大奥村間敷設工事の免許が出され、翌

1929年（昭和４年）５月 27日には、斗南鉄道株式会社

に田名部～大畑間の鉄道敷設が認可、大間鉄道は私鉄と

して建設されることが決まった。 しかし、おりからの

金融恐慌を受け、計画は頓挫、大間鉄道株式会社は 1932

年（昭和７年）９月 28日起業廃止。大間鉄道は、改正鉄

道敷設法により、全線を国鉄線として建設することにな

った。 

 1936年から測量を開始した大間鉄道に関連しては、

1936年（昭和 11年）７月 28日付け東奥日報夕刊が、津

軽要塞司令官安井栄三郎少将の談話を掲載し、建設に消

極的であることを述べている。 

『大間鉄道は、大畑から海岸線と山の手線の二つを測量

してゐる様だが、あれは山の手線の方が経費もかから

ず、又要塞の方から云っても海岸線は、大間要塞の重要

地を走る事になるから一寸困るのだ。南の方から汽車が

大間に入って来ると船との連絡にも都合がいいぢゃない

か、さうなると海岸の諸部落は困るだろうが、ものはす

べて國家本位にやらなければいけない。』 

 当時、大畑以北の大間鉄道は、風間浦蛇浦から大間に

向かう海岸線計画と、蛇浦から要塞を迂回して奥戸・大

間に向かう山の手線の二つが計画されていた。津軽要塞

司令部は、国防的見地から要塞内を鉄道が走ることには

否定的であった。 

 大間鉄道第一期線として 1937年（昭和 12年）４月１

日起工された西田名部～大畑間は、1938年９月完成予定

であったが、日中戦争開戦に伴う物資統制により軌道敷

設が延期され、1939年（昭和 14年）12月６日に開業し

た。大畑以北は 1939年３月９日に路線認可が下り、５月

29日から第二期線として工事が開始された。泥沼化する

日中戦争による資材と労力の欠乏に悩まされた大間鉄道

では、いわゆる「たこ部屋」労働が行われ、1940年４月

５日付け東奥日報は、『暴行幹部５名を槍玉にあげる 田

名部署の蛸部屋征伐』の見出しで、大畑町木野部の飯場

強制捜査を報じていた。同年７月９日付け東奥日報は、

その頃の大畑線第二期工事進捗状況を、以下のように報

道している。 

 『下北郡大畑大間間の大畑線第二期工事は、資材の配

給、人夫の不足を告げながらも着々進捗し、大畑川鉄橋

の橋脚、大畑下風呂間の燧道は全部開通となり、隧道内

の整備工事に着手されてゐる。湯の町下風呂温泉に新設

の下風呂駅は、同温泉地の中心に新築される事に決定さ

れた如くで、目下同付近の築堤工事が開始されている』 

 しかし、大間鉄道工事は太平洋戦争の勃発に伴い、そ

もそも軍事上の必要性がなかったため、さらに遅れるこ

ととなり、1942年１月 19日の鉄道会議では、昭和 21年

度完成予定に繰り延べされることとなった。労力不足に

悩む工事請負の瀬崎組は、1942年厚生省から 150名の移

入朝鮮人使用の承認を得、６月 131人を雇い入れたが、

６月末現在員数は 102人と逃亡が相次いでいた。 

 1943年 12月に、桑畑までの築堤・路盤工事を完成さ

せたところで、降雪のため工事中止となり、その後、鉄

路が敷かれることはなかった。            

    

ページ数が半端になったため、下北の歴史などを掲載しました。昨秋、全国から「下北核半島スタディツア

ー」が催行され、私も原子力船や中間貯蔵施設問題のチューターとして参加しました。その中で大間町へ向かう

途中の鉄道跡地が散見されることから、テーマの一つに幻の大間鉄道と朝鮮人労働を組み入れました。その際の

資料を掲載します。       （資料は「青森空襲を記録する会編の「次代への証言」から転載しました。） 



こちらは 1936年（昭和 11年）の旧田名部町の市街地

図です。昔懐かしい名前、現存する店舗やすでに廃店と

なった店舗も数多くあります。               

※ 資料は 2017年９月に行われた「ろうきんむつ支店友

の会教養講座」で講師の寺島豊美さんが提供されたもの

です。 

 

 

 

コロナ禍により、

変更や中止の場

合もあります 


